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施策13

１．施策の成果指標の達成度

04 年度） 前期基本計画期間　≪令和3年度～7年度≫

総
合
計
画

体
　
　
系

基本目標 4．安全で安心に暮らせるまち 施策統括課 生活安全課

施策 13．防災・減災対策の推進

ａ

↗ 71.7
13-1

危険箇所（土砂災害警戒区域、浸水想
定区域）の認知度 ％

25.6 28.6

ａ

R4実績値

日常から防災対策・準備している
町民の割合
【総合戦略】 ％

68.1 68.5

関　係　課 福祉課・都市整備課

成果指標
単位

基準値 R4目標値
実績値の年次推移 判定

（関連する町の取り組むべきこと） 目標の方向性

ｃ

↗ 147
13-2

自主防災組織設置数
【総合戦略】 組織

26 27

↗ 41.0
13-1

消防団員の人数
【総合戦略】 人

170 174

↗ 4.48
13-3

達成度：a …目標を達成している、ｂ…目標をわずかに達成していない、ｃ…目標を達成していない

ｂ

↗ 26
13-2

道路冠水対策整備率
％

1.48 4.50

ｂ

施策評価表 （事業実施年度：令和

68.1

73.2
71.7

68.3 68.5 68.6 68.8 69.0
65.0
67.0
69.0
71.0
73.0
75.0

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 △ 実績値 ●

25.6

52.0
41.0

27.1 28.6 30.0 31.5 33.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 △ 実績値 ●%

170
158

147

172 174 176 178 180

140
150
160
170
180
190

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 △ 実績値 ●人

1.48
1.48

4.483.00

4.50
6.00

7.50
9.00

0.00
2.00
4.00
6.00
8.00
10.00

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 △ 実績値 ●％

％

26
26 26

27 27 27 27 27

20
22
24
26
28
30

基準値 R3 R4 R5 R6 R7

目標値 △ 実績値 ●組織
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施策13

町民意識調査からみた重要度/満足度 　順位（53項目中）
生活安全課

危険区域の周知や防災情報の伝達 12 位 ／ 7 位

2．町が取り組むべきことの実施状況と方向性

１３－１　減災対策を強化する 所管課

課題 ・補助金制度の周知の事務手間に対して、申請増加等の効果が見られない。

R6年度取り組み方針
・旧耐震基準にて建築され倒壊の危険性がある建築物の所有者へ直接、補助金制度の周知・啓発及び進捗
状況の確認を行う。

R6年度取り組み方針 ・引き続き、出前講座等で防災ハザードマップの見方・活用方法について周知を行う。

町が取り組むべきこと②
地震発生時の建築物倒壊などによる被害の減少と緊急避難路などの確保のため、「志免町耐震改修促進
計画」に基づいた建築物の耐震診断や耐震改修を促進します。

主な取り組み状況
・志免町耐震改修促進計画の改定を行い、また木造戸建住宅耐震改修補助金や危険ブロック塀等撤去費
補助金など倒壊の危険性がある建築物における耐震改修工事費の一部補助を行った。

町が取り組むべきこと①
土砂災害警戒区域や浸水想定区域 などに関する情報提供を行うとともに、災害時には防災行政無線 、緊
急速報メール 、防災メール 、町のホームページをはじめ、テレビ、ラジオなど多様な手段を用いて、災害情
報を発信します。

主な取り組み状況
・転入者に防災ハザードマップを配布した。
・台風が接近する際には、ホームページで注意喚起を促し、自主避難所の開設の際には、ホームページ、ｄ
ボタン、防災メールで周知を行った。

課題 ・防災ハザードマップの認知度が低い。

町が取り組むべきことの達成状況

町が取り組むべきことを実施し、ほぼ目標どおりの成果をあげている

町が取り組むべきことを実施したが、成果があがっていない

町が取り組むべきことを実施できず、成果があがっていない
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施策13

町が取り組むべきことを構成する事業の方向性

構成する事務事業（評価対象事業のみ）

番
号

事務事業名 事務事業評価（転記） 施策評価

事務事業の概要

381 D

－

D
一般財源 933 772 416

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

担当課 会計区分 決算 決算 予算

1

防災情報システム維持管理事業
特定財源 2,145 0

経費区分
事業費（千円）

今後の
方向性

優先
度

施策評価
での方向性

R3 R4 R5

2

災害警戒区域対策事業
特定財源 0 0 579

町民に対して、危険箇所（土砂災害警戒区域、浸水想定区域）
や最寄りの避難所などの周知を図るために、出前講座の開
催やハザードマップの配布を行う。

0 0 1,650

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.26 0.31 0.25

町民に対して、防災情報を正確に伝達できるように、気象警
報や河川水位データ等の情報提供システムと防災行政情報
通信ネットワークの保守点検を行う。

合計 3,078 772 797

（内　会計年度任用職員人件費）

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.12 0.18 0.21

D

○

D
一般財源 0 0 1,071

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

D

－

D
一般財源 0 23 110

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計3

建築物耐震改修促進事業
特定財源 300 300 700

地震による建築物倒壊の被害から、町民の生命、身体、財産
を保護するために、対象建築物所有者に対して、耐震促進の
啓発や耐震改修工事費の補助を行う。

300 323 810

4

危険ブロック塀等撤去促進事業
特定財源 540 497 900

地震によるブロック塀等の倒壊の被害防止と避難経路の確
保のために、対象危険ブロック塀等の所有者に対して、補助
金制度の周知や補助金の交付を行う。

721 666 1,200

（内　会計年度任用職員人件費）

都市整備課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.17 0.36 0.36

（内　会計年度任用職員人件費）

都市整備課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.20 0.30 0.23

D

－

D
一般財源 181 169 300

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

－
一般財源 - 2,802 -

休止・廃
止済

合計5

耐震改修促進計画策定事業
特定財源 - 2,640 -

令和4年度で計画期間を終える「志免町耐震改修促進計画」
を見直し、計画の策定を行う。【R4年度新規事業】

- 5,442 -

（内　会計年度任用職員人件費） - -

都市整備課 一般会計 関与 正職員数（人） - 0.44 -

R6年度の町が取り組むべきことの方向性

ビルド

新規事業の方向性や内容 なし

拡充事業の方向性や内容 なし

スクラップ

廃止事業の方向性や内容 なし

縮小事業の方向性や内容 なし

町が取り組むべきことを実施できず、成果があがっていない

最優先

優先

維持
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施策13

町民意識調査からみた重要度/満足度 　順位（53項目中）
生活安全課

防災体制の確立 13 位 ／ 16 位

１３－２　災害時に迅速に対応できる体制を確立する　≪重点取組≫ 所管課

課題 ・結成しても実効性のある活動が継続しない。

R6年度取り組み方針 ・日本防災士会福岡県支部と連携し、地域防災の要となる自主防災組織の結成、育成等の支援を行う。

町が取り組むべきこと③ 災害時の協力体制を整えるため、事業所などと災害時応援協定を締結します。

R6年度取り組み方針
・引き続き、勧誘活動のほか、分団管轄の町内会や関係機関などに募集チラシを回覧し、また、消防団に関
心を持ってもらうように消防団の活動内容を広報紙やホームページにて周知する。

町が取り組むべきこと②
自主防災組織の設置を促進するとともに、活動支援を行います。また、自主防災組織の中心となる人材を
育成します。【総合戦略】

主な取り組み状況 ・ＮＰＯ法人との協働事業で、自主防災組織の活動支援を行った。

町が取り組むべきこと① 地域防災力の要となる消防団員を確保します。【総合戦略】

主な取り組み状況
・消防団員の活動内容を知ってもらうために、広報紙やホームページにて周知した。
・消防団員確保のため、勧誘活動のほかに、分団管轄の町内会に募集チラシを回覧し、さらに、消防団員募
集のパンフレットを作成して、町の行事等で配布した。

課題 ・消防団員が年々減少している。

R6年度取り組み方針
・避難行動要支援者の情報を地域支援者（町内会、民生委員・児童委員等）と共有し、地域での助け合い
（「共助」）による支援体制の構築を進める。

町が取り組むべきこと⑤ 避難所での感染症対策のため、衛生用品を含めた備蓄資機材を継続して整備します。

主な取り組み状況
・志免町備蓄基本計画に基づき、災害時に備えた食糧や水などの備蓄品や感染症対策のための衛生用品
等の補充・整備を行った。

町が取り組むべきこと④ 災害時にスムーズに救援活動を展開できる体制を整えるため、避難行動要支援者を把握します。

主な取り組み状況
・避難行動要支援者リストの更新を行った。
・避難行動要支援者台帳への登録案内を対象者へ個別通知、また、広報紙やホームページにて周知した。

課題 ・地域支援者を確保することが困難である。

主な取り組み状況
・町内企業等に災害時における食糧品などの提供などの災害時応援協定締結の働きかけを行った。
・大雨の際に、車両の一時避難場所として、町内企業の施設利用の依頼を行った。

課題 なし

R6年度取り組み方針
・引き続き、災害時の支援体制の強化を図るため、町内企業等との災害時応援協定締結の働きかけを行
う。

町が取り組むべきことの達成状況

課題 なし

R6年度取り組み方針
・引き続き、志免町備蓄基本計画に基づき、災害時に備えた食糧や水などの備蓄品や感染症対策のための
衛生用品等の補充・整備を計画的に行う。

町が取り組むべきことを実施し、ほぼ目標どおりの成果をあげている

町が取り組むべきことを実施したが、成果があがっていない

町が取り組むべきことを実施できず、成果があがっていない
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施策13
構成する事務事業（評価対象事業のみ）

番
号

事務事業名 事務事業評価（転記） 施策評価

事務事業の概要

0 D

－

D
一般財源 250 0 251

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

担当課 会計区分 決算 決算 予算

1

被災者等援護事業
特定財源 0 0

経費区分
事業費（千円）

今後の
方向性

優先
度

施策評価
での方向性

R3 R4 R5

2

災害援護資金貸付事業
特定財源 0 0 0

災害被災者が、いち早く生活の立て直しができるように、必
要な資金の貸付を行う。

0 0 0

福祉課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.04 0.06 0.04

災害被災者が、いち早く日常生活を再開できるように、災害
見舞金の支給を行う。

合計 250 0 251

（内　会計年度任用職員人件費）

（内　会計年度任用職員人件費）

福祉課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.04 0.03 0.08

D

－

D
一般財源 0 0 0

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

D

◎

D
一般財源 31,449 37,177 47,503

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計3

消防団活動支援事業
特定財源 4,146 2,820 6,822

消防団員が火事や災害等への活動を行いやすくするため
に、各行事の調整や出動手当、報酬の支給を行う。

35,595 39,996 54,325

4

消防資機材維持管理事業
特定財源 13,879 578 576

火災や災害への対応ができるように、消防車両や機械器具
の点検、修繕を行う。

27,883 25,986 10,523

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.65 0.80 0.68

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.61 0.55 0.37

D

－

D
一般財源 14,004 25,408 9,947

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

D

－

D
一般財源 1,202 4,053 1,376

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計5

防災行政無線維持管理事業
特定財源 0 0 0

町民が防災情報等を収集できるように、防災行政無線の保
守点検や修繕などを行う。

1,202 4,053 1,376

6

自主防災組織活動支援事業
特定財源 0 0 1,800

自主防災組織の結成や活動が行いやすくなるように、町内
会等に対して、出前講座の開催や結成に向けた協議などを
行う。

3,646 3,886 5,963

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.23 0.23 0.20

（内　会計年度任用職員人件費） (2,975) (3,020) (3,128)

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.27 0.30 0.44

D

○

D
一般財源 3,646 3,886 4,163

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

D

－

D
一般財源 2,227 1,193 1,400

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計7

防災備蓄倉庫維持管理事業
特定財源 8,160 0 0

避難所運営に必要な防災用品の整備と防災備蓄倉庫の維持
管理を行う。

10,387 1,193 1,400

8

災害時要援護者支援対策事業
特定財源 0 0 0

要支援対象者に災害を想定した事前の支援や発災後の救援
が円滑に行われるように、事業の周知や避難行動要支援者
台帳の作成などを行う。

0 0 0

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.27 0.29 0.27

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.14 0.22 0.26

D

－

D
一般財源 0 0 0

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

D

－

D
一般財源 0 0 0

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計9

災害対策本部運営事業
特定財源 0 0 0

災害対応が円滑に行われるように、災害対策本部の設置や
避難情報の伝達、避難所の開設などを行う。

0 0 0

10

国民保護推進事業
特定財源 0 0 0

町民を武力攻撃事態等の緊急事態から守るために、志免町
国民保護協議会の運営や警報伝達訓練を行う。

0 0 0

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.34 0.34 0.33

（内　会計年度任用職員人件費）

生活安全課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.13 0.16 0.16

D

－

D
一般財源 0 0 0

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

町が取り組むべきことを実施できず、成果があがっていない

5



施策13
町が取り組むべきことを構成する事業の方向性

なし

拡充事業の方向性や内容 なし

スクラップ

廃止事業の方向性や内容

R6年度の町が取り組むべきことの方向性

ビルド

新規事業の方向性や内容

なし

縮小事業の方向性や内容 なし

最優先

優先

維持

6



施策13

町が取り組むべきことを構成する事業の方向性

豪雨による冠水が発生する地域について、効率的かつ効果的に雨水を排水するため、雨水排水路の清掃
などの維持管理を行います。

主な取り組み状況 ・効率的かつ効果的に雨水を排水するため、39箇所浚渫を実施した。

課題 ・農業用水路などが暗渠化により、水路の清掃が行い難くなっている。

町民意識調査からみた重要度/満足度 　順位（53項目中）
都市整備課

豪雨などへの冠水対策 7 位 ／ 22 位

１３－３　災害に強い基盤をつくる 所管課

町が取り組むべきことの達成状況

構成する事務事業（評価対象事業のみ）

番
号

事務事業名 事務事業評価（転記） 施策評価

事務事業の概要

0 D

－

D
一般財源 9,007 13,495 15,225

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

担当課 会計区分 決算 決算 予算

1

下水排水路維持管理事業
特定財源 0 0

経費区分
事業費（千円）

今後の
方向性

優先
度

施策評価
での方向性

R3 R4 R5

2

下水排水路新設改良事業
特定財源 0 14,500 0

町内の水路等の排水機能の向上のために、水路の新設や改
良工事を行う。

34,037 48,946 45,000

都市整備課 一般会計 関与 正職員数（人） 0.76 1.05 0.76

町内の水路等の良好な排水機能の確保のために、水路等の
しゅんせつ（清掃）を行う。

合計 9,007 13,495 15,225

（内　会計年度任用職員人件費）

（内　会計年度任用職員人件費）

都市整備課 一般会計 関与 正職員数（人） 1.02 0.80 0.85

D

◎

D
一般財源 34,037 34,446 45,000

成果・費
用とも
維持

成果・費用
とも維持

合計

R6年度の町が取り組むべきことの方向性

ビルド

新規事業の方向性や内容 なし

拡充事業の方向性や内容 なし

スクラップ

廃止事業の方向性や内容 なし

縮小事業の方向性や内容 なし

課題 ・宅地開発により、既存水路へ放流される雨水量が増加している。

R6年度取り組み方針 ・雨水排水路の新設や雨水排水路を大きくするなどの改良を行う。

R6年度取り組み方針 ・効率的かつ効果的に雨水を排水するため雨水排水路の清掃を実施する。

町が取り組むべきこと②
「志免町道路冠水対策基本計画」に基づいた効果的な冠水対策ができるよう、冠水状況などの様々な要素
を考慮して設定した優先度により、雨水排水路の新設や雨水排水路を大きくするなどの改良を行います。

主な取り組み状況
・宅地開発により雨水排水量が増大しないように、浸透性桝及び側溝の設置指導を行った。また、他自治
体と協議を行い、水門の開閉等の対策を行った。

町が取り組むべきこと①

町が取り組むべきことを実施したが、成果があがっていない

町が取り組むべきことを実施できず、成果があがっていない

最優先

優先

維持

町が取り組むべきことを実施し、ほぼ目標どおりの成果をあげている

7



施策13
3．施策の総括と今後の展開

4．施策の進行状況

施策の成果指標の達成度「日常から防災対策・準備している町民の割合」目標値68.5％に対し実績値71.7％、「危険箇所の
認知度」目標値28.6％に対し実績値41.0％と目標値を上回り目標を達成できたが、「消防団員の人数」目標値174人に対し
実績値147人と目標値を下回り目標を達成できなかった。防災に関する周知・啓発活動により、町民一人ひとりの防災に対
する意識は高まってきているが、新たな自主防災組織の結成はなく、消防団員も減少傾向である。
今後も自主防災組織の結成を促進し、実効性のある継続した活動ができるよう支援していく。また、消防団員の確保に努め、
第6次総合計画に沿って町民が高い防災意識を持ち、町民、地域等が相互に連携して、災害に備えられる体制づくりを支援し
ていく。さらに、快適な住環境を整った町の実現のために、水路の浚渫を行い、排水機能の維持や排水能力の向上を行ってい
く。

目標に向かって順調に進んでいる

目標に向かってある程度順調に進んでいる

目標に向かってあまり進んでいない

目標に向かって進んでいない

8



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ S 49 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 0913201

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 被災者等援護事業 担当課 福祉課 担当係 福祉係

目 01 災害救助費

根拠法令条例等
災害弔慰金の支給等に関する法律、志免町災害弔慰金の支給等に
関する条例、志免町災害見舞金弔慰金交付要綱 個別計画

一般会計

款 03 民生費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 07 災害救助費

04年度
05年度
（見込）

支給対象災害被災者 人 1 0 1

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・日常生活の再開ができる

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

災害に被災したときに災害見舞金、弔慰金を支給する
・支給に関する調査

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 見舞金、弔慰金支給決定件数 ↑ 件

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1 1 1
実績 1 0

100.0 100.0 100.0
実績 100.0 0.0

イ 成果 対象のうち支給決定した割合 ↑ ％
目標

実績
ウ

目標

実績
エ

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 250 251 0 251

一般財源 250 251 0 251

正職員人件費［按分］（Ｂ） 302 460 459 310

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.04 0.06 0.06 0.04

トータルコスト（A）＋（B） 552 711 459 561

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

昭和49年4月1日施行の災害弔慰金の支給
等に関する法律の規定に基づく。

なし なし

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-1



２　分析・検証（CHECK）

F

T

F 1

T

F

F 1

T
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F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 地域防災力を備えるという施策の目指す姿には直接つながらないが、
生活再建に向けての見舞金、弔慰金を支給することは、被災後の迅速な
日常生活の再開への支援となる。

2

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 災害弔慰金の支給等に関する法律等に基づく支援であり、生活再建に
向けての見舞金、弔慰金を支給することにより迅速な日常生活の再開
につながるため、意図は適切である。

（総合計画、町民のニーズ、法令
等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 災害弔慰金の支給等に関する法律第3条等に基づく事業であり、災害復

旧支援を行政が行うことは妥当である。（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 事務マニュアルにより、事務は効率的に行われている。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 投入コストは見舞金、弔慰金のみであり、条例に規定される弔慰金等は
法律に基づくものであるため、適切である。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 被災者に対して行われるものであり、支給対象者と決定者が同一にな
る。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 被災者に対して行われるものであるため、対象は適切である。

（意図を達成するうえで、現状の
対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 見舞金、弔慰金の支給を行うことは有効な手段である。

活用できる国、県の補助はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

被災された町民への緊急的な一時支援となるため、今後も継続する必要がある。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-2



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ S 49 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 0913202

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 災害援護資金貸付事業 担当課 福祉課 担当係 福祉係

目 01 災害救助費

根拠法令条例等
災害弔慰金の支給等に関する法律、
志免町災害弔慰金の支給等に関する条例

個別計画

一般会計

款 03 民生費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 07 災害救助費

04年度
05年度
（見込）

貸付対象被災者 人 5 5 5

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

回収すべき貸付金 千円 4,978

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・（被災者）日常生活の再開ができる
・（回収すべき貸付金）貸付金が回収される

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

災害被災者の日常生活再開に必要な資金の貸付を行う（貸付期間は10年間、月ごと、半年または年払い
で返還）
・貸付金収納事務
・滞納整理
・県への報告、償還事務

4,628 4,604

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 新規貸付決定者数 ↑ 人

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 0 0 0
実績 0 0

0 0 0
実績 0 0

イ 活動 回収額（現年度） ↑ 千円
目標

300 300 300
103.3%

実績 350 310
ウ 活動 回収額（滞納分） ↑ 千円

目標

0 0 0
実績 0 0

エ 成果 新規貸付額 ↑ 千円
目標

0.0 0.0 0.0
実績 0.0 0.0

オ 成果 徴収率（現年度） ↑ ％
目標

7.0 6.4 6.4
103.1%

実績 7.0 6.6
カ 成果 徴収率（滞納分） ↑ ％

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

正職員人件費［按分］（Ｂ） 302 307 230 620

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.04 0.04 0.03 0.08

トータルコスト（A）＋（B） 302 307 230 620

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

平成11年の竜巻、平成15年の水害の際に
被災された方々の日常生活再開に必要な資
金を貸付たもの。

近年、志免町において災害は発生していな
いため、対象者は増加していない。

貸付金について分割納付の相談があってい
る。

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-3



２　分析・検証（CHECK）
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３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 貸付対象災害被災者に日常生活の再開につながるように必要な資金を
貸し付けることにより、町民が「自分のことは自分で守る」といった高い
防災意識を持ち合わせることにつながる。

2

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 生活の立て直しのために行う災害弔慰金の支給等に関する法律に基づ
く貸付であるため、意図は適切である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 災害弔慰金の支給等に関する法律第10条に基づき、自治体が取り組む
べき事業である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 台帳管理により業務は効率的に行われている。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 事務にかかるコストはほとんどないため、改善の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 災害時に貸付をできる体制を整えている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 対象を災害被災者とすることは適切である。

（意図を達成するうえで、現状の
対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 貸付を行うことは被災者支援において有効な手段である。

国や県の補助を活用しており、財源の確保は適切である。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

滞納管理や督促を行い、滞納金の回収に結び付ける。長期に渡り回収に結びついていない滞
納者がいるため、状況確認を行い、滞納管理を進める。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い
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事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 16 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

志免町防災気象情報システムについては、
平成１５年７月１９日の集中豪雨による災害
を教訓に、町独自の災害情報サービスとし
て、平成１６年３月より運用開始。
福岡県防災行政通信ネットワークについて
は、県下の災害時情報収集手段が必要なた
め、福岡県主導で平成９年から１１年にかけ
て整備。平成29年から令和２年にかけて再
整備を行った。

毎年のように全国で水害被害が発生してい
ることから、水位情報等は公表し、住民に情
報提供する必要がある。
また、災害時の情報伝達は、多様な手段で迅
速に伝達することが求められている。

なし

関与職員数（単位：人） 正職員 0.31 0.25

トータルコスト（A）＋（B） 0 0 3,142 2,732

正職員人件費［按分］（Ｂ） 2,370 1,935

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 0 0 772 797

一般財源 0 0 772 416

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 381

実績
カ

目標

実績
オ

目標

実績
エ

目標

実績 0 0
ウ 成果 防災情報システム不具合件数 ↓ 件

目標

イ 活動 保守点検回数（防災行政情報通信NW） ↑ 回
目標

0 0 0

2 2 2
100.0%

実績 2 2

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 保守点検回数（防災気象情報システム） ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 2 2 2
100.0%

実績 1 2

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

気象情報及び河川情報をホームページで情報提供ができるように、情報提供システムの保守、維持管理を
行う
・保守管理委託契約事務

46,631 46,532

04年度
05年度
（見込）

防災情報システム端末機 機 2 2 2

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

町民 人 46,518

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・（防災情報システム端末機）防災情報を正確に伝達できる
・（町民）防災情報を入手できる

消防施設費

根拠法令条例等 個別計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
1

減災対策を強化する
項 01 消防費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213101

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 防災情報システム維持管理事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 03

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-5



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

防災気象情報システムの記事を防災ハザードマップに掲載し、災害時の情報収集方法として
システムの周知を行った。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 主な業務は防災情報システムの保守管理業務委託契約であり、職員１名
が担当しており、効率的である。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算の大部分は、防災情報システムを維持管理するための保守管理委
託料であり、これ以上削減する余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 現在の河川カメラの設置台数は２台（県設置分１台、町設置分１台）のた
め、今後、河川カメラを増設すれば、より多くの情報を収集することがで
きるため、成果の向上が見込まれる。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業において、防災情報を正確に伝える防災情報システムとその情
報を受け取る町民を対象とすることは適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 気象情報及び河川情報をホームページで情報提供ができるように、情
報提供システムの保守、維持管理を行うことは有効な手段である。

活用できる国や県の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 防災情報を正確に伝達でき、また、その情報を町民が入手できること
は、地域における減災対策を強化することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 総合計画において、町は多様な手段を用いて情報を発信し、減災対策を
強化することに取り組むとしているため、妥当である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 地域防災計画により、災害時または災害発生のおそれがある場合、町は
情報を収集し町民に伝達しなければならないため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い
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事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 23 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

平成11年の広島災害（土砂災害）を受けて
土砂災害防止法が平成13年4月に施行され
た。

県より浸水想定区域の見直しが行われたり、
高潮浸水想定区域の設定が行われたりして
いる。
また、県が土砂災害警戒区域の指定を平成
23年12月に行った後、追加指定や解除等
が発生している。

なし

関与職員数（単位：人） 正職員 0.12 0.17 0.18 0.21

トータルコスト（A）＋（B） 907 1,305 1,376 3,278

正職員人件費［按分］（Ｂ） 907 1,305 1,376 1,628

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 0 0 0 1,650 0

一般財源 0 0 0 1,071

0 579

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

実績
カ

目標

実績
オ

目標

実績
エ

目標

75.8%
実績 78.8 75.8

ウ 成果 災害時の避難所の認知度（町民意識調査） ↑ ％
目標

イ 活動 防災ハザードマップ配布数 ↑ 冊
目標

100.0 100.0 100.0

1,360 1,470 1,500
102.0%

実績 1,471 1,500

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 出前講座開催回数 ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 10 10 10
50.0%

実績 0 5

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

防災減災につなげるため、防災情報の周知を行う
・防災ハザードマップの整備、配布　　　・出前講座の開催
・県が行う土砂災害警戒区域の指定と解除の地域との連絡調整
・宅地開発事前協議における区域の指摘

04年度
05年度
（見込）

町民 人 46,518 46,631 46,532

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・危険箇所（浸水想定区域、土砂災害警戒区域）や最寄りの避難所を知っている

災害対策費

根拠法令条例等
災害対策基本法
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律
水防法

個別計画 志免町地域防災計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
1

減災対策を強化する
項 01 消防費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213102

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 災害警戒区域対策事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 05

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-7



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

防災ハザードマップを転入者に配布した。また、町内会から防災ハザードマップの見方・使い
方の出前講座の要望があれば実施しているが、コロナ禍のため実施することができなかっ
た。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 関係する知見を有した防災管理監を中心に出前講座等を行い、効率的
に実施している。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算は、防災ハザードマップの変更があった際の作成と配布の費用のみ
であり、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 広報誌やホームページで防災ハザードマップの周知、また、防災ハザードマップ
の見方・使い方の出前講座を行うことで、浸水想定区域や土砂災害警戒区域な
どの危険個所や避難所の認知度を上げることができる。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業で、防災減災につなげるために防災情報の周知を行う対象を
町民とすることは適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 法で義務付けられた手段であり、町民が防災情報を得るためには最も
有効な手段であるため、適切である。

防災ハザードマップ作成時には、県の補助金を活用している。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町民が事前に危険個所や避難所を確認することは、災害時に自分や家
族の安全を確保しつつ迅速な行動ができ、防災減災につながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 町民が浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの危険個所や最寄りの避
難所を認識することは、安全で安心に暮らせるまちづくりにつながる。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 各種法により、町はハザードマップの配布など必要な措置を講じて、町
民に周知する災害予防の実施義務があるため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-8



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ S 31 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

昭和２２年７月に志免町消防団が設置され
た。

全国的に消防団員の減少が予見されてい
る。

消防団員が減少する中、女性の持つソフトな
面を生かした活躍が期待される女性消防団
員の採用を検討してはという意見があった。

関与職員数（単位：人） 正職員 0.65 0.67 0.80 0.68

トータルコスト（A）＋（B） 40,493 56,189 46,120 59,594

正職員人件費［按分］（Ｂ） 4,899 5,126 6,124 5,269

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 35,594 51,063 39,996 54,325 51,063

一般財源 31,449 48,152 36,935 47,503

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 4,145 2,911 3,061 6,822

実績
カ

目標

100.0 100.0 100.0
73.5%

実績 79.0 73.5
オ 成果 消防団員充足率（団員数/定員数） ↑ ％

目標

1,621 1,583 1,600
99.2%

実績 1,583 1,570
エ 成果 夜警出動団員数（延べ） ↑ 人

目標

実績 58 0
ウ 成果 火災等出動団員数（延べ） ↑ 人

目標

イ 活動 夜警実施数 ↑ 日
目標

180 58 0

19 19 19
100.0%

実績 19 19

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 火災等出動回数 ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 3 1 1
実績 1 0

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

住民の生命、身体、財産を守るための訓練はもとより火事、災害時等に出動する団員の活動を維持するた
めの支援を行う
・出動手当及び報酬の支払い
・防火・防災訓練時の保険（防火・防災訓練災害補償等共済負担金）加入手続き
・福岡県消防学校の入校手続き、行事の調整など

04年度
05年度
（見込）

消防団員 人 158 147 133

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・災害時・緊急時に迅速に出動できる、また活発に消防活動ができる

非常備消防費

根拠法令条例等
消防組織法、志免町消防団の設置等に関する条例、志免町消防団の組織等に関する規
則、志免町消防団員の階級に関する規則、志免町消防団の運営に関する規則 個別計画 志免町地域防災計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 01 消防費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213202

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 消防団活動支援事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 02

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-9



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

操法大会は、感染症対策を取り、３年ぶりに開催した。また、防火週間時の巡回広報活動も感
染対策を取りながら、火災予防の啓蒙・啓発を行った。
年々減少傾向である消防団員の処遇改善として、年額報酬等の見直しを行った。
消防団の組織の活性化や地域のニーズに応える対策として、女性消防団員を採用する動きが
全国的に広まっており、町民に対する防災教育や応急手当の普及指導など、女性の持つソフ
トな面を活かした活躍が期待されるため、女性消防団員に関する要綱を整備した。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 報酬の支払いなど消防団員の活動支援を職員１名が担当しており、これ
以上人員を削減する余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 消防団の設置に関する条例により定められた報酬等であるため、予算
の削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 消防団活動のＰＲなどで消防団員の魅力を周知し、消防団員の充足率の
向上に努める。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業において、地域防災の要である消防団員を対象とすることは
適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 円滑な消防団活動が行われるよう、必要な支援を行うことは有効な手
段である。

活用できる国や県の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 消防団員を確保することは、地域防災力の強化になるため、災害に強い
まちづくりにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 総合計画において、町は地域防災力の要となる消防団員を確保し、災害
時に迅速に対応できる体制を確立することとしており、妥当である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 消防組織法第６条で、市町村は当該市町村の区域における消防を十分
に果たすべき責任を有するとあるため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-10



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ S 22 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213203

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 消防資機材維持管理事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 03 消防施設費

根拠法令条例等 志免町消防団の設置等に関する条例 個別計画 志免町地域防災計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 01 消防費

04年度
05年度
（見込）

消防車両 台 11 11 11

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

消防格納庫 棟 11

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・適正に管理され、火災や災害時に機能が発揮される

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

消防団の施設、消防車両、資機材の整備と維持管理を行う
・消防車両の車検依頼、修繕
・機械器具等の点検依頼、修繕
・消防用備品の購入

11 12

消火栓、防火水槽 箇所 504 504 504

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 消防車両車検台数 ↑ 台

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 6 4 7
100.0%

実績 6 4

11 11 11
100.0%

実績 11 11
イ 活動 消防ポンプ点検台数 ↑ 台

目標

100.0 100.0 100.0
100.0%

実績 100.0 100.0
ウ 成果

消防資機材修繕対応率（修繕実施数/修繕必
要数） ↑ ％

目標

0 0 0
実績 0 0

エ 成果
火災や災害時に機能を発揮できなかった消
防資機材件数 ↓ 件

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 13,817 516

その他特定財源 62 60 62 60

516 516

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 27,883 11,954 25,986 10,523

一般財源 14,004 11,378 25,408 9,947

正職員人件費［按分］（Ｂ） 4,597 6,355 4,210 2,865

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.61 0.83 0.55 0.37

トータルコスト（A）＋（B） 32,480 18,309 30,196 13,388

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

消防団が結成された昭和２２年７月から。
備蓄については、平成２７年に福岡県備蓄基
本計画が策定されたことに合わせて開始。

消防用車両の安全基準により、車両更新を
適時に行わなければならない。また、格納庫
の老朽化が進む中、候補地の選定が急務で
ある。

格納庫建て替えや車両の更新の要望があ
る。

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-11



２　分析・検証（CHECK）
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３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 消防車両や消防格納庫、資機材が適正に管理され、火災や災害時に機
能が発揮されることは、有事における体制整備であり、災害に強いまち
づくりにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 総合計画の町が取り組むべきことである「災害時に迅速に対応できる
体制を確立する」という趣旨に沿っている。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 志免町消防団の設置等に関する条例により、町が設置した消防団の資
機材整備であるため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 消防車両や消防格納庫の整備、また、資機材の充足は、職員が分担して
業務を行っており、効率的である。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算の大部分が消防車両や消防格納庫、資機材の維持管理に必要な必
要最低限のコストであり、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 消防車両や消防格納庫、資機材を適正に管理できており、向上の余地は
ない。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業は、消防団が利活用する資機材の維持管理であり、これ以外に
有効な対象はない。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 維持管理を行う事業であるため、これ以外に有効な手段はない。

活用できる国や県の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

老朽化した第２分団格納庫を新築するために、格納庫の設計を行った。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-12



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ S 58 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213205

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 防災行政無線維持管理事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 03 消防施設費

根拠法令条例等
志免町防災行政無線局管理運用規定、志免町防災行
政無線局管理運用細則

個別計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 01 消防費

04年度
05年度
（見込）

町民 人 46,518 46,631 46,532

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

音声録音装置 機 12

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・（町民）防災行政無線より情報収集ができる
・（音声録音装置、屋外子局）防災行政無線を通して情報発信できる

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

防災行政無線の維持管理を行う
・保守契約事務、点検立会、点検結果報告の確認、修繕依頼
・放送不備による対応等
・音声録音装置の周知（放送が聞こえないとき）

12 12

屋外子局 箇所 43 43 43

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 保守点検回数 ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1 1 1
100.0%

実績 1 1

0 0 0
実績 1 0

イ 成果 防災行政無線の不具合件数 ↓ 件
目標

0 0 0
#DIV/0!

実績 1 1
ウ 成果 苦情件数（放送内容が分からない等） ↓ 件

目標

実績
エ

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 3,017 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 1,202 4,426 4,053 1,376

一般財源 1,202 1,409 4,053 1,376

正職員人件費［按分］（Ｂ） 1,731 1,760 1,757 1,552

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.23 0.23 0.23 0.20

トータルコスト（A）＋（B） 2,933 6,186 5,810 2,928

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

音声録音装置工事は１７年度（単年度事業）。
防災行政無線の保守点検は昭和５８年度か
ら。

平成24年度から平成25年度にかけて旧式
のアナログ波からデジタル波へ機器の変更
を行っている。

放送施設周辺の住民からは放送時間帯及び
音量等の苦情が多く、逆に中高層ビル及び
自動車交通が多い地区は障害物等により、
放送内容が聞こえないや聞き取れないなど
の苦情がある。

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-13



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町民が防災行政無線より災害情報を収集できることは、町民一人ひと
りに防災・減災に向けた行動を促すため、災害時に迅速に対応できる体
制を確立することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 総合計画の町が取り組むべきことである「災害時に迅速に対応できる
体制を確立する」という趣旨に沿っている。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 水防法等により、町は町民に予想される災害の危険等の情報を周知す
る義務があり、迅速に情報発信するための手段を構築する必要がある。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 防災行政無線の保守契約など、職員１名が担当しており、これ以上の削
減の余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算の大部分が防災行政無線の運用に必要な保守委託料などの費用の
ため、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 放送した内容が電話で確認できるシステムを町民に周知したり、ｄボタ
ンを活用し放送内容を周知するなど、様々な媒体を活用することで、防
災行政無線から発信した情報を収集できるため、成果の向上余地はあ
る。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業において、情報を受け取る町民、情報を発信する防災行政無線
を対象とすることは適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 意図を達成するうえで、防災行政無線の維持管理を行うことは、適切な
手段である。

活用できる国や県の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

防災行政無線が聞き取りにくく放送内容が分からない場合にフリーダイヤルで放送内容が確
認できるシステムについて、定期的に広報誌に掲載し周知を行った。また、放送内容をｄボタ
ンに掲載し広く周知を行った。
設備面では、子局４３局分のバッテリーの取替、老朽化した支柱の改修工事を行った。
防災行政無線の機器は平成24から25年度にかけてデジタル化してから、10年経過しており
老朽化しているため、機器の更新を検討する必要がある。また、更新に併せて、現在の運用で
は「聞こえない」「うるさい」などの苦情もあるため、今後の運用方針も検討する必要がある。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い
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事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 23 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

平成２３年度に受け入れた福岡県自主防災
組織設立促進モデル事業による。

1995年1月に発生した阪神・淡路大震災の
検証で、行政がなし得た役割はごく僅かであ
り、防災のために最も機能したのは地域住
民だったことが判明した。その後の人的資源
を大量に投入する必要のある大規模災害時
には、住民による自主的な防災活動こそ最
大の効果を発揮することが明らかとされ、そ
の後の全国的な機運となっている。

自主防災組織結成に向けた協議や結成後の
活動支援。

関与職員数（単位：人） 正職員 0.27 0.30 0.30 0.44

トータルコスト（A）＋（B） 7,379 6,407 6,182 9,373

正職員人件費［按分］（Ｂ） 2,033 2,298 2,295 3,410

（内　会計年度任用職員人件費） 2,975 3,083 3,020 3,128

合計（Ａ） 5,346 4,109 3,886 5,963 4,109

一般財源 3,646 4,109 3,886 4,163

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 1,700 0 0 1,800

実績
カ

目標

実績
オ

目標

90.0 90.0 90.0
96.2%

実績 86.6 86.6
エ 成果

町内会自主防災組織結成率（結成数/町内会
数） ↑ ％

目標

96.3%
実績 26 26

ウ 成果 自主防災組織結成数 ↑ 組織
目標

イ 活動 出前講座開催数 ↑ 回
目標

27 27 27

10 10 10
実績 0 0

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 結成に向けた協議数 ↑ 件

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1 1 1
実績 0 0

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

「地域住民による助け合い」「自分たちの地域は自分たちで守る」の精神である「共助」に大きく係わる自
主防災組織の支援を行う
・結成に向けた協議
・結成後の活動支援

04年度
05年度
（見込）

町内会 団体 30 30 30

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・自主防災組織の結成と活動がしやすくなる

災害対策費

根拠法令条例等 災害対策基本法 個別計画 志免町地域防災計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 01 消防費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213206

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 自主防災組織活動支援事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 05

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業
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２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

協働事業としてNPO法人と地域防災力アップ事業を行ったが、一部の町内会ではコロナ禍の
ため計画どおり実施できなかった。
このNPO法人との地域防災力アップ事業の協働事業は令和4年度で終了となるが、今後も
自主防災組織が実効性を持って継続的に活動できるようにするには、地域の活動の進捗に応
じて、活動が軌道に乗るまで密着して支援する必要があり、防災管理監１人ですべての自主防
災組織を支援することは困難であるため、引き続きNPO法人の協力を得て活動支援を行う
必要がある。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 自主防災組織の活動支援では、知見を有する防災管理監やＮＰＯ法人が
行っているため効率的である。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算は、防災管理監の人件費や自主防災組織結成時の防災用品の費用
など必要最低限のコストであり、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 自主防災組織の未結成の町内会に結成を働きかけを行っており、成果
の向上の余地がある。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業において、自主防災組織の母体である町内会を対象とするこ
とは適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 結成に係る支援だけでなく、実効性を持って継続的に活動が行われる
よう支援していくことが最も有効な手段である。

活用できる国や県の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 自主防災組織の結成率が向上することは、地域防災力が備わり、災害時
に迅速に対応できる体制を確立することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 総合計画において、町は自主防災組織の設置を促進しているため、妥当
である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 災害対策基本法では町は自主防災組織の充実や住民の自発的な防災活
動の促進を図り、その機能を十分に発揮するよう努めなければならない
と規定されているため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い
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事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ R 3 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213206

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 防災備蓄倉庫維持管理事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目 05 災害対策費

根拠法令条例等 個別計画

一般会計

款 09 消防費

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項 01 消防費

04年度
05年度
（見込）

町民 人 46,518 46,631 46,532

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

防災備蓄倉庫 箇所 1

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・（町民）有事の際に、環境整備された避難所に安心して避難できる
・（防災備蓄倉庫）有事の際に必要な資機材を安心して保管できる

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

避難所運営に必要な防災用品の整備と防災備蓄倉庫の維持管理を行う
・備蓄品など防災用品の購入
・衛生資機材の購入
・防災備蓄倉庫の修繕

1 1

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 食糧（主食）備蓄数 ↑ 食

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1,800 1,800 1,800
100.4%

実績 1,876 1,808

900 900 900
132.0%

実績 1,035 1,188
イ 活動 飲料水（1.5Ｌ）備蓄数 ↑ 本

目標

1 1 0
実績 1 0

ウ 活動 防災備蓄倉庫の修繕件数 ↑ 件
目標

100.0 100.0 100.0
111.0%

実績 107.8 111.0
エ 成果 備蓄品（主食・水）の充足率 ↑ ％

目標

100.0 100.0 100.0
実績 100.0 必要箇所なし

オ 成果
防災備蓄倉庫修繕対応率（修繕実施数/修繕
必要数） ↑ ％

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 260 0

その他特定財源 7,900 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 10,387 1,400 1,193 1,400

一般財源 2,227 1,400 1,193 1,400

正職員人件費［按分］（Ｂ） 2,033 2,450 2,221 2,089

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.27 0.32 0.29 0.27

トータルコスト（A）＋（B） 12,420 3,850 3,414 3,489

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

「消防資機材維持管理事業」の中で、避難所
における備蓄品の予算を計上していたが、
予算員会において消防団の資機材と備蓄品
の予算が一体化しているため分かりにくい
という意見があり、事務事業を分けて備蓄
品に係る予算を明確化した。

近年、毎年のように全国各地で大雨などの
自然災害が頻発し、甚大な被害が出ている。

なし

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-17



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 備蓄品の充足率を向上させることは、町民が避難所に安心して避難す
ることができ、災害時に迅速に対応できる体制を確立することにつなが
る。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 志免町地域防災計画に、避難所の整備として必要な物資を備蓄するも
のと定めており、妥当である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 地域防災計画において、町は災害に備えて物資等の備蓄を行うこととし
ている。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 避難所に必要な備蓄品の管理は職員１名が担当しており、これ以上削減
の余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 避難所の環境整備のうえで、必要最低限のコストであり、これ以上の削
減する余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 避難者のニーズに応じた備蓄品を整備することにより、成果の向上の余
地がある。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 この事業において、避難してくる町民と避難生活に必要な資機材を保管
する防災備蓄倉庫を対象とすることは、適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 志免町地域防災計画に、避難所の整備として必要な物資を備蓄するも
のと定めており、適切である。

避難所の環境整備するうえで、国や県等の補助金対象となっているも
のは活用している。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

災害に備えるために、備蓄品の更新や不足する備蓄品の補充を行った。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-18



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 23 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213208

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計

事務事業名 災害時要援護者支援対策事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目

根拠法令条例等 災害対策基本法 個別計画 志免町地域防災計画

款

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項

04年度
05年度
（見込）

避難行動要支援者台帳登録対象者 人 1,180 1,129 1,097

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・災害を想定した事前の支援や発災後の救援を受けることができる

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

大雨や地震等の災害が発生したときに避難行動要支援者の援護活動を行う
・避難行動要支援者台帳登録の対象者への周知
・避難行動要支援者台帳の作成、更新
・個別計画の策定　　　・避難行動要支援者連絡協議会の開催

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 個別計画策定者数 ↑ 人

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 43 45 45
80.0%

実績 43 36

1 1 1
実績 0 0

イ 活動 避難行動要支援者連絡協議会開催数 ↑ 回
目標

60 280 230
82.1%

実績 267 230
ウ 成果 避難行動要支援者台帳登録者数 ↑ 人

目標

実績
エ

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

正職員人件費［按分］（Ｂ） 1,054 1,221 1,682 2,012

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.14 0.16 0.22 0.26

トータルコスト（A）＋（B） 1,054 1,221 1,682 2,012

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

国において災害対策基本法に基づき、防災
基本計画に高齢者等の避難支援の強化が盛
りこまれ、「災害時要援護者の避難支援ガイ
ドライン」が平成18年3月に策定。志免町に
おいても、地域防災計画中「災害時要援護者
への対策」を盛り込み災害時要援護者に対
する支援対策を実施するため、平成23年2
月に志免町災害時要援護者支援計画として
策定した。

近年、災害時に弱い立場におかれる障がい
者や高齢者など要援護者の方々への防災対
策が大きな課題である。

要援護者の制度周知や登録の方法につい
て、手上げ方式から同意方式へ切り替える
必要があるとの意見があった。

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-19



２　分析・検証（CHECK）
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３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 避難行動要支援者台帳の登録者数が増えることは、災害時にスムーズ
な救援活動を展開できる体制が取れることになり、災害時に迅速に対
応できる体制を確立することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 災害対策基本法の目的や基本理念に沿っている。

（総合計画、町民のニーズ、法令
等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 災害対策基本法第49条の10により、避難行動要支援者の名簿を作成
する必要があるため妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 対象者へのＤＭ送付、台帳の整理など、職員１名が担当しており、これ以
上の削減の余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 事業に係るコストは、ＤＭ送付に係る印刷製本費と郵送料のみであり、
これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 定期的に避難行動要支援者名簿の情報を更新することで、地域支援者
に最新の情報ができ、支援を充実させることができるため、向上の余地
はある。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 志免町地域防災計画において、避難行動要支援者の対象者を定めてお
り、適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 災害対策基本法に規定された手段であるため、妥当である。

活用できる国・県等の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

対象者を抽出してDMで台帳登録の案内を送付し、台帳登録を希望される方の名簿を作成
後、地域支援者である町内会、民生委員・児童委員に名簿を提供した。
現状の台帳の管理は、紙媒体とエクセルで管理しており、今後、台帳登録者数が増加していけ
ば、現状の管理方法では職員の負担が大きくなるため、台帳管理システムの導入を検討する
必要がある。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-20



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 27 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

昭和３６年１１月１５日に災害対策基本法が施
行された。

近年、地震や大雨により、災害対策本部の業
務や避難情報伝達の機会が増えている。

国から、避難情報について、空振りを恐れず
早めに発令するよう指示があっている。

関与職員数（単位：人） 正職員 0.34 0.36 0.34 0.33

トータルコスト（A）＋（B） 2,564 2,753 2,602 2,558

正職員人件費［按分］（Ｂ） 2,564 2,753 2,602 2,558

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

実績
カ

目標

100.0 100.0 60
100.0%

実績 100.0 100.0
オ 成果 避難所対応率（避難者数/避難希望者数） ↑ ％

目標

3 2 2
100.0%

実績 2 2
エ 活動 避難所開設回数（自主避難所含む） ↑ 回

目標

実績 0 0
ウ 活動 避難情報伝達回数 ↑ 回

目標

イ 活動 災害対策本部設置回数 ↑ 回
目標

3 3 3

1 1 1
実績 1 0

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 災害警戒本部設置回数 ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 4 3 3
100.0%

実績 3 3

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

地域防災計画にもとづき、災害対応や避難情報伝達を行う
・災害警戒本部設置、災害対策本部への移行設置
・避難情報伝達
・避難所開設

04年度
05年度
（見込）

町民 人 46,518 46,631 46,532

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

適切な避難情報により避難ができる

根拠法令条例等 災害対策基本法 個別計画 志免町地域防災計画

款

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213209

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計

事務事業名 災害対策本部運営事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-21



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

避難所開設時には、新型コロナウイルス感染症対策を取った設営・運営を行った。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 災害警戒本部は生活安全課が担当し気象情報収集等を行い、災害対策
本部に移行後は総務課が担当し町全体での対応を行っているので、役
割分担ができており効率的である。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算は人件費のみであり、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 避難を希望する町民は、避難所に受け入れているため、期待する成果は
得られている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 災害対策基本法に規定する当該市町村の住民を対象として実施する事
業であるため、適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 災害対策基本法や志免町地域防災計画に規定される手段であるため、
適切である。

活用できる国、県等の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町民が、町が発令する避難情報により避難ができることは、町民の生
命・身体・財産を守ることになり、災害時に迅速に対応できる体制を確
立することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 災害対策基本法の目的等に沿っている。

（総合計画、町民のニーズ、法令
等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 災害対策基本法には、町は災害が発生又は発生のおそれがある場合、
防災の推進を図るため必要があるときは、災害対策本部を設置するこ
とができると規定されており、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-22



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 18 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1213210

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計

事務事業名 国民保護推進事業 担当課 生活安全課 担当係 安全安心係

目

根拠法令条例等
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律、志免町国
民保護協議会条例、志免町国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条
例

個別計画 志免町国民保護計画

款

取り組み方針
13-
2

災害時に迅速に対応できる体制を確立する
項

04年度
05年度
（見込）

町民 人 46,518 46,631 46,532

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・武力攻撃事態等の緊急事態をすぐに知ることができる

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

武力攻撃事態等に即時に対応できる取組を行う
・志免町国民保護協議会の開催
・警報伝達訓練の実施

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 協議会開催数 ↑ 回

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 0 0 0
実績 0 0

4 5 6
120.0%

実績 4 6
イ 活動 警報伝達訓練回数 ↑ 回

目標

0 0 0
実績 0 0

ウ 成果 警報伝達訓練での不具合件数 ↓ 件
目標

実績
エ

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

0 0

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0

正職員人件費［按分］（Ｂ） 980 1,069 1,226 1,236

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.13 0.14 0.16 0.16

トータルコスト（A）＋（B） 980 1,069 1,226 1,236

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

平成１８年９月２６日、志免町国民保護協議
会条例施行。

北朝鮮のミサイル発射が問題化している。 県の担当課から警戒態勢の徹底が求められ
ている。

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-23



２　分析・検証（CHECK）
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３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町民が武力攻撃事態等の緊急事態をすぐに知ることができることは、
町民が避難行動を速やかに取ることができるため、災害時に迅速に対
応できる体制を確立することにつながる。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律の目的
に沿っており、妥当である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に町の
責務規定があるため、妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 関連する業務を職員１名が担当しており、これ以上人員を削減する余地
はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 主な予算は人件費で、必要最低限であり、これ以上削減の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 国民保護計画や避難実施要領、また、Ｊアラートシステムの整備等の環境
が整っているため、期待する成果は得られている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に規定
する対象であるため、適切である。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律に規定
する手段であるため、適切である。

活用できる国・県等の補助金はない。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

国が実施するＪアラート試験や緊急地震速報訓練に参加し、いずれも不具合なく実施すること
ができた。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-24



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ H 24 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に
基づき、国及び県は平成27年度末までに特
定建築物及び住宅の耐震化率を90％とす
る目標を定め施策を進めている。日本各地
で地震が毎年のように起きており、志免町
においても大地震に備えるため、法及び上
位計画（県）に沿って志免町耐震改修促進計
画を策定することとなった。

平成25年に法改正され、病院、店舗、旅館
等の不特定多数の方が利用する建築物及び
学校、老人ホーム等の避難に配慮を必要と
する方が利用する建築物のうち大規模なも
のについて、耐震診断を行い報告すること
が義務化された。
また、平成31年にも法改正があり、避難路
沿道の一定規模以上のブロック塀について
も、耐震診断の実施および診断結果の報告
が義務化された。

なし

関与職員数（単位：人） 正職員 0.17 0.35 0.36 0.36

トータルコスト（A）＋（B） 1,576 3,545 3,078 3,603

正職員人件費［按分］（Ｂ） 1,276 2,673 2,755 2,793

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 300 872 323 810

一般財源 0 172 23 110

300 700

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 300 700

その他特定財源 0 0 0 0

実績
カ

目標

実績
オ

目標

100.0 100.0 100.0
100.0%

実績 100.0 100.0
エ 成果 改修率（完了数/申請数） ↑ ％

目標

100.0%
実績 87.5 87.5

ウ 成果
町有建築物耐震化率［町有建築物耐震改修（建替・解体）延べ件数/S56以
前要改修（予想）町有建築物総数］（耐震改修促進計画進行管理） ↑ ％

目標

イ 活動 耐震促進に係る啓発回数 ↑ 回
目標

87.5 87.5 87.5

3 3 3
100.0%

実績 3 3

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 木造戸建住宅耐震改修補助金交付申請件数 ↑ 件

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 2 2 2
50.0%

実績 1 1

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

旧耐震基準の倒壊の危険性がある建築物における耐震改修工事費の一部補助や、耐震改修促進計画の
進行管理を行う

10 10

昭和56年以前に建築された木造戸建住宅 戸 未把握 未把握 未把握

04年度
05年度
（見込）

昭和56年以前に建築された要改修町有建築物 棟 6 6 6

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

昭和56年以前に建築された耐震性不明な特定建築物 棟 10

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・耐震性を高める

都市計画総務費

根拠法令条例等
建築物の耐震改修の促進に関する法律、福岡県耐震
改修促進計画

個別計画 志免町耐震改修促進計画

一般会計

款 08 土木費

取り組み方針
13-
1

減災対策を強化する
項 05 都市計画費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1313101

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 建築物耐震改修促進事業 担当課 都市整備課 担当係 都市計画係

目 01

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-25



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

申請があったものはすべて改修工事が完了しており効果が出ているが、周知の方法につい
て、事務手間に対して申請増加等の効果が見られないものがある。このことについて方法を
変更し制度周知を図る。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 必要最低限の人員で業務しており削減の余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 近隣自治体と比較しても必要最低限の予算で業務しており削減の余地
はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 申請に対して、工事完了されており期待する成果が得られている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 耐震性がなく、倒壊の危険性が高いものを対象としているため適当で
ある。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 耐震化には多額の費用が必要となり、所有者の費用負担が大きいこと
からその一部を助成することは耐震化の促進につながる有効な手段で
ある。

国・県の補助を活用している。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町有建築物、個人の家屋の改修を促進・後押しすることで地震発生時の
被害を抑えることから施策への貢献度は高い。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 耐震性を高め、地震時の建築物の倒壊を防ぐことは、総合計画基本目標
4安全で安心に暮らせるまちにつながる。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 建築物の耐震改修の促進に関する法律により、自治体に努力義務規定
があり、町が耐震化を促進することは妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-26



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ 年度より開始 R 元 年度～　　　　R 5 年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

[福岡県志免町]

事務事業コード 1313102

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 危険ブロック塀等撤去促進事業 担当課 都市整備課 担当係 都市計画係

目 01 都市計画総務費

根拠法令条例等 志免町ブロック塀等撤去費補助金交付要綱 個別計画

一般会計

款 08 土木費

取り組み方針
13-
1

減災対策を強化する
項 05 都市計画費

04年度
05年度
（見込）

危険なブロック塀等（申請数） 件 7 7 10

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・災害時の倒壊を防ぎ、避難路を確保するために撤去される

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

危険ブロック塀等の撤去を行う者に対して補助金の交付を行う
・制度の周知、啓発
・補助金交付事務

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 補助金額 ↑ 千円

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1,200 1,200 1,200
55.5%

実績 721 666

5 5 5
80.0%

実績 6 4
イ 活動 制度周知回数 ↑ 回

目標

100.0 100.0 100.0
100.0%

実績 100.0 100.0
ウ 成果 撤去率（完了数/申請数） ↑ ％

目標

実績
エ

目標

実績
オ

目標

実績
カ

目標

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 540 900

その他特定財源 0 0 0 0

497 900

受益者負担 0 0 0 0

合計（Ａ） 721 1,200 666 1,200

一般財源 181 300 169 300

正職員人件費［按分］（Ｂ） 1,507 2,301 2,300 1,779

（内　会計年度任用職員人件費）

関与職員数（単位：人） 正職員 0.20 0.30 0.30 0.23

トータルコスト（A）＋（B） 2,228 3,501 2,966 2,979

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

平成３０年10月1日より福岡県が、ブロック
塀等の撤去を行う者に対する補助事業を実
施する市町村に対しその事業に要する経費
を補助する事業を開始したことに伴い、令和
元年度より当事業を開始。

なし なし

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-27



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T
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F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F
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T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 町内から危険なブロック塀等が減ることは、地震発生時の防災、減災に
つながるため、上位施策への貢献度は大きい。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 災害時の倒壊を防ぎ、避難路を確保するために撤去されることは、総合
計画基本目標4安全で安心に暮らせるまちにつながる。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 補助を行うのは個人であるが、結果として住民全体の利益につながる
ことであり、町が主体の事業として妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 必要最低限の人員で業務しており削減の余地はない。

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 近隣自治体と比較しても必要最低限の予算で業務しており削減の余地
はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 申請があったものは、すべて撤去が完了しており期待する成果が得られ
ている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 倒壊の危険性が高い危険なブロック塀等を対象とすることは適切であ
る。（意図を達成するうえで、現状の

対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 撤去を促すために助成を行うことは意図を達成するうえで適切である。

国・県の補助を活用している。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

申請があったものはすべて撤去が完了しており、効果が出ている。
積極的な制度周知に努め、補助の活用を促す。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-28



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

1 04年度のみ 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

↑

↑

↑

件

件

％

-

-

-

実績

目標

-

種別

活動

活動

成果

ア

イ

ウ

トータルコスト（A）＋（B）

（決算値）

実績

経
 
費

国・県支出金、地方債 - -

-

-
耐震改修促進計画案の作成数

04年度

-

-

実績

目標 -

-

07年度

-

06年度03年度 04年度

指標名

目標

実績

目標

（当初予算）

05年度

エ

オ

カ

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ）

その他特定財源

一般財源

受益者負担 -

住民参画実施件数（住民意識調査、パブリッ
クコメント実施数）

-

策定進捗率

実績

実績

目標

目

01

08

05

01

一般会計

土木費

目標 -

100.0

100.0%

100.0%

100.0%

2

2

1

1

100.0

③手段
（どのようにして）

計画策定に係る取組を行う
・業務委託契約
・住民意識調査、パブリックコメントの実施

施策

志免町耐震改修促進計画

実施期間

取り組み方針

根拠法令条例等

13 防災・減災対策の推進総
合
計
画

体
　
　
系

13-
1

減災対策を強化する

予
算
科
目

建築物の耐震改修の促進に関する法律、福岡県耐震
改修促進計画

会計

款

項

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・現計画の見直しが行われ、次期計画が策定される

05年度

1

対象名 単位

計画

正職員人件費［按分］（Ｂ）

0.44 -

--

平成３４年度（令和４年度）で計画期間を終
える「志免町耐震改修促進計画」において、
計画の見直しを行う。

平成25年、平成31年に耐震改修促進法の
改正、平成28年に上位計画である福岡県耐
震改修促進計画が改定された。

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化

-

③事務事業に対する関係者からの意見・要望

なし

- 3,361

8,803

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）

-

-

-

- - -

-

-5,442

-関与職員数（単位：人） 正職員

事務事業コード 1313103

03年度 04年度

目指すべき

方向性

担当課 都市整備課 担当係 都市計画係

（見込）

03年度単位

[福岡県志免町]

耐震改修促進計画策定事業

個別計画

（計画）（当初予算）

2,640

-

2,802

事務事業名

達成率

（計画）

0 -

（決算値）

0

-

都市計画費

都市計画総務費

1 1

04年度
05年度
（見込）

事
業
内
容

①対象
（誰を、何を）

事
務
事
業
の
目
的

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-29



２　分析・検証（CHECK）
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T

F
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３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ －

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

業務の効率化

財源確保の適切性

3

3

判定
建築物の耐震化を促進することにより、災害防止につながり上位施策の
実現につながる。

（総合計画、町民のニーズ、法令
等に対して、意図が適切である
か）

評価の視点

建築物の耐震改修の促進に関する法律で任意に定めることとなってお
り、自治体が主体で取り組む事業である。また、計画改定にあたり、住民
アンケートやパブリックコメントの実施により、住民参画してもらった。

現計画の策定から相当期間経過し、耐震改修法の改正、福岡県耐震改修
促進計画の改定等、建築物の耐震化を取り巻く社会動向を踏まえ、現状
に即した計画の改定が必要となる。

意図の適切性

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

3
耐震改修促進計画策定業務委託は、指名競争入札を実施し、適正なコス
トでの委託である。

改定業務にあたっては、改定業務委託支援業者との連携により、効率的
に業務を行っている。

耐震改修促進計画の改定を行う上で、住民の意見を反映させるため、
町民アンケートやパブリックコメントを実施し、計画に反映する上の手段
としては適切である。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

投入コストの適切性

有
効
性

計画の改定が目的であるため、これ以上の成果向上は見込めるもので
はないため。

上位施策への貢献度

（意図を達成するうえで、現状の
対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

成果の向上余地

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

自治体関与の必要性

妥
当
性

縮小 維持

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

効
率
性

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

手段の適切性

対象の適切性

耐震改修促進計画改定については、補助金を活用するため適切である。

分
析
・
検
証
結
果

a

a

c

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

いずれか0点

有
効
性
・
効
率
性

c

計画の改定が目的であるため、それ以外の有効な対象設定はない。

c

合計5点

妥当性

2点

a合計6点

3点

a 業務の内容は適切で
ある

c b

いずれか1点

c b

c

合計4点 c b

c c c

d c

0点 1点

今
後
の
方
向
性

b

廃止済－

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

コストの方向性

皆減

成
果
の
方
向
性

拡大

休廃止 G

維持 E

成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

D

拡充 C B

縮小 F

A

分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

令和4年度は、計画の改定にあたり、国や福岡県の上位計画との整合性を図り、住民意見を
取り入れるために、町民アンケートやパブリックコメントを実施した。

b

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-30



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ 不明 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

市街化が進むにあたり、農業用水路の暗渠
（4面水路）化が進められた。それに伴い人力
での浚渫（清掃）ができなくなり、本事業が
開始された。

宅地開発等による既存水路へ放流される雨
水量の増大等により、水路内に溜まる土砂
も増えており、その必要性も増大している。

町内会等より定期的な清掃を要望されてい
る。

関与職員数（単位：人） 正職員 0.76 1.05 1.05 0.76

トータルコスト（A）＋（B） 14,734 21,010 21,525 21,115

正職員人件費［按分］（Ｂ） 5,727 8,030 8,030 5,890

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 9,007 12,980 13,495 15,225

一般財源 9,007 12,980 13,495 15,225

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 0 0 0

実績
カ

目標

実績
オ

目標

実績
エ

目標

実績 0 0
ウ 成果

浚渫（清掃）不足に起因する排水機能の不具
合件数 ↓ 件

目標

イ 成果
浚渫対応率（浚渫実施箇所数/浚渫が必要な
水路等数） ↑ ％

目標

0 0 0

100.0 100.0 100.0
97.5%

実績 102.5 97.5

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 浚渫実施箇所数 ↑ 箇所

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 40 40 40
97.5%

実績 41 39

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

町民や町内会からの要望や職員による点検により、水路等の浚渫（清掃）を行う
・町民、町内会より要望受付
・業務委託契約事務

04年度
05年度
（見込）

浚渫（清掃）が必要な水路等 箇所 40 40 40

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・良好な排水機能が保たれる

下水路維持費

根拠法令条例等 個別計画

一般会計

款 08 土木費

取り組み方針
13-
3

災害に強い基盤をつくる
項 04 下水路費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1313302

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 下水排水路維持管理事業 担当課 都市整備課 担当係 都市整備係

目 01

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-31



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

a 業務の内容は適切で
ある

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

近隣箇所での作業が別日になることがあったためなるべく同一日に作業を発注できるよう見
直しを行った。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 職員、委託業者、住民で行っているため改善の余地なし

3

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 排水機能を保つために必要最低限の予算であり削減の余地はない

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 職員、委託業者、住民で必要箇所は十分に清掃を行っている。

3

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 公共の水路を対象としているため適切である

（意図を達成するうえで、現状の
対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 作業箇所が膨大のため優先度をつけ都度対処を行っているため適切で
ある

補助金等はないため現状が適正である

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 水路の維持管理は、排水機能を維持するために必要であり、特に災害時
などはつまり等の原因となるため施策の目的に沿っている

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 快適な住環境が整った町の実現のためには、適切な水路の維持管理を
行う必要があるため（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 公共の水路（雨水排水路、農業用水路）を適切に維持管理することは行
政の役割であるため

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

2/2 13-32



事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

基本情報 令和04年度　実施計画事業

04年度のみ 不明 年度より開始 年度～　　　　年度

１　計画・実施（PLAN・DO）

(1) 事務事業の目的と事業内容

㋐

㋑

㋒

※04年度に行った主な活動

（2）指標達成状況

（3） 総事業費の推移

（4）環境変化・住民意見等

①事務事業開始のきっかけ ②事務事業を取り巻く環境の変化 ③事務事業に対する関係者からの意見・要望

市街化が進むにつれ、農業用水路を暗渠（4
面水路）化して、その上を歩道等として利用
するための改良工事として進められた。さら
には防災対策として水路の新設・改良工事
が行われてきた。

宅地開発による既存水路へ放流される雨水
量の増大により、水路の断面拡大の改良工
事の必要が生じている。また、既設水路の老
朽化が進んでいる。

抜本的な水路改良工事（水路断面拡大やバ
イパス、老朽化対策）の要望。

関与職員数（単位：人） 正職員 1.02 0.80 0.80 0.85

トータルコスト（A）＋（B） 41,731 55,916 55,062 51,588

正職員人件費［按分］（Ｂ） 7,694 6,116 6,115 6,588

（内　会計年度任用職員人件費）

合計（Ａ） 34,037 49,800 48,946 45,000 49,800

一般財源 34,037 35,300 34,446 45,000

0 0

受益者負担 0 0 0 0

06年度 07年度

（決算値） （当初予算） （決算値） （当初予算） （計画） （計画）

事
　
業
　
費

財源内訳（単位：千円）
03年度 04年度 04年度 05年度

経
 
費

国・県支出金、地方債 0 0

その他特定財源 0 14,500 14,500 0

実績
カ

目標

実績
オ

目標

実績
エ

目標

100.0%
実績 1.5 4.5

ウ 成果 道路冠水対策整備率 ↑ ％
目標

イ 成果 完了した工事（整備）延長 ↑ ｍ
目標

3.0 4.5 4.5

30 130 46
102.3%

実績 62 133

03年度 04年度
05年度

達成率
（見込）

ア 活動 工事（整備）実施箇所数 ↑ 箇所

種別 指標名
目指すべき

方向性 単位

目標 1 2 2
100.0%

実績 1 2

事
業
内
容

③手段
（どのようにして）

水路の新設や改良工事を行う
・工事契約事務

04年度
05年度
（見込）

工事（整備）が必要な水路等 箇所 1 2 2

実施期間

事
務
事
業
の
目
的

①対象
（誰を、何を）

対象名 単位 03年度

②意図
（対象をどのような状
態にしたいか）

・排水機能の維持や排水能力の向上をさせたい

下水路新設改良費

根拠法令条例等 個別計画

一般会計

款 08 土木費

取り組み方針
13-
3

災害に強い基盤をつくる
項 04 下水路費

[福岡県志免町]

事務事業コード 1313303

総
合
計
画

体
　
　
系

施策 13 防災・減災対策の推進 予
算
科
目

会計 01

事務事業名 下水排水路新設改良事業 担当課 都市整備課 担当係 都市整備係

目 02

単年度繰返 期間限定(複数年)

総合戦略該当事業

1/2 13-33



２　分析・検証（CHECK）

T

F

F 1

T

F

F 1

T
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F 1
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F 1
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F

F 1

T
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F 1

T

F

F 1

F

T

F 1

T

F

F 1

３　方針（ACTION）　［分析・検証結果をもとに06年度以降の対応方針を検討する］ D

維持 E

コストの方向性（一般財源・関与職員数）

休廃止 G

D 成果・費用とも維持

b 課題が少しあり業務
の一部見直しが必要

今
後
の
方
向
性

コストの方向性
成果の方向性（取り組み概要と期待される効果）

皆減 縮小 維持

D

縮小 F

拡大

成
果
の
方
向
性

拡充 C B A

c

合計5点 c b b a

合計6点 c b a a

分
析
・
検
証
結
果

妥当性 分析・検証結果に対する総括（04年度の振り返り・課題点とその対応策など）

0点 1点 2点 3点

c c

合計4点 c c b b

道路冠水対策について進捗出来た。また、予算の確保次第では、工事などを進捗出来るので
より効果が上がる。老朽化対策工事については、工事、調査設計を行った。今後計画を基に工
事を進めることで老朽化水路への効果的な対策および予算削減・業務効率化につながる。

有
効
性
・
効
率
性

いずれか0点 d c c c

いずれか1点 c

（意図を達成するうえで、現状の
手段が最も有効か、他に有効な
手段はないか）

効
率
性

業務の効率化 専門知識を持った職員が担当となり、専門業者に業務委託を行うこと
で、最小の事務量で済ませている。

2

（業務手順、関与職員人数につい
て見直しの余地はないか）

投入コストの適切性 予算の配分により、老朽化対策は進捗しているが、冠水対策は進捗が遅
れている。また、委託・工事については、入札により行っているため削減
の余地はない。

（投入するコストは適正か、削減
の余地はないか）

財源確保の適切性

有
効
性

成果の向上余地 道路冠水対策は、計画を基に事業を進めている。今以上に予算の確保
をする事で、対策工事が進捗し、効果が上がる。
老朽化対策について、調査委託を基に効率が良い方法で工事が出来て
いる。

2

（期待する成果を得られたか、今
後期待する成果をあげる余地が
あるか）

対象の適切性 水路の老朽化対策による排水機能維持は重要であり、豪雨に弱い志免
町にとって、冠水対策による水路の排水能力向上も重要である為、対象
施設は適切である。

（意図を達成するうえで、現状の
対象設定が最も有効か、他に有
効な対象設定はないか）

手段の適切性 現状の水路では降雨量に対しての排水機能が不足しており、かつ既設
水路の老朽化により排水機能の維持が難しくなっている為、水路新設や
改良の工事を行うことが有効な手段である。

事業の進捗や他事業との関連を考慮し、町の予算で行うことが適切で
ある。

（受益者負担は適正か、国、県等
の補助等はないか）

判定

妥
当
性

上位施策への貢献度 水路の新設及び改良により災害に強い基盤をつくり、安全で安心なまち
となるため貢献度は高い。

3

（事務事業の成果が上位施策の
目指す姿の実現に直結している
か）

意図の適切性 排水機能の維持や排水能力の向上をさせることで、施策の「防災・減災
対策の推進」につながる為、妥当である。（総合計画、町民のニーズ、法令

等に対して、意図が適切である
か）

自治体関与の必要性 公共施設である雨水排水路や農業用水路を新設・改良および維持管理
を行っていくことは、行政の役割であるため妥当である。

（自治体が主体で取組むべき事
業か、住民参画の余地はないか）

事務事業評価表（事業実施年度：令和04年度）

評価の視点 項目 評価結果の判断理由及び課題認識、課題に対する対応策

貢献度高い

貢献度ふつう

貢献度低い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

妥当である

検討の余地がある

検討の余地が多い

期待する成果が得られている

成果の向上余地がややある

成果の向上余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

改善の余地がややある

改善の余地が多い

適切である

適切である

改善の余地がややある

改善の余地がややある

改善の余地が多い

改善の余地が多い

効率的である

改善の余地がややある

改善の余地が多い
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